
第１９代 大統領選挙特報
在外投票は２５～３０日 全国１６カ所で

次号は４月２６日付

５党候補の１０大政策

……………２、３面

その他１０候補の

プロフィール
……………３面

（毎週水曜日発行）週 刊２０１７年４月１９日（水曜日）民 団 新 聞（１９６５年８月７日第三種郵便物認可第２７号・東鉄局特別扱承認新聞第１１号。定価月額５００円。但し団員は団費に含む）第２８６７号（１）

大統領選挙特報



第１９代 大統領選挙特報
在外投票は２５～３０日 全国１６カ所で

次号は４月２６日付

５党候補の１０大政策

……………２、３面

その他１０候補の

プロフィール
……………３面

（毎週水曜日発行）週 刊２０１７年４月１９日（水曜日）民 団 新 聞（１９６５年８月７日第三種郵便物認可第２７号・東鉄局特別扱承認新聞第１１号。定価月額５００円。但し団員は団費に含む）第２８６７号（１）

大統領選挙特報



５党候補者の１０大公約
３

安
哲
秀

国
民
の
党

元
代
表

１強い安全保障、強い大韓民国

在韓米軍の戦術核兵器の再配置

今年上半期にＴＨＡＡＤ配置

海兵隊員特殊戦司令部設置

２企業に自由を、庶民に機会の提供を通じた雇用創出

ニューディール政策で雇用１１０万創出

規制改革で３％台後半の成長、７０％の雇用率、国民所得３万ドル

の早期達成

不合理な労働慣行廃止と労組改革

任期内に最低賃金（時給）１万

３庶民型福祉マップの完成で福祉死角地帯の解消

家庭養育手当を２倍に引き上げ

所得下位５０％以下の世帯の小中高生に月１５万 の手当支給

６５歳以上の高齢者の基礎年金を３０万 に引き上げ

４どぶから龍が出る（鳶が鷹を生む）ような教育支援のはし

ご構築

小中高生教育福祉カード支払いと成績優秀者大学の授業料などの

教育段階別支援制度

司法試験存置

就職後返済学生ローンの無利息転換やクレジットカード不良債務

者５万５千人の債務軽減

５庶民福祉拡大で社会安全網造成

大統領直属「庶民・青年救難委員会」の新設

生計型少額長期延滞債務調整

認知症のワンストップサービスなど老後の生活支援

６小商工人の保護と地域経済の活性化

生計型業種と路地商圏の大企業の進出制限

伝統的な市場支援の拡大

金英蘭法（接待禁止法）の金額を３・５・１０万 から１０・１０・５

万 に調整

セマングムを４次産業革命特区に造成

７腐敗清算と公共部門改革で社会の不条理遮断

検察総長の自動昇進制禁止と捜査権の調整など検察改革

特別監察官の権限強化 公企業の人事の透明化と構造調整

凶悪犯に限って死刑執行

８きれいな水と澄んだ空気で清浄大韓民国

家ごとに高級清浄水供給

韓中協力チャンネル可動など、ＰＭ２・５から国民保護

９４次産業革命をリードしスリムで効率的な政府

４次産業革命を導くための情報科学技術部新設

国家負債削減などスリムで効率的な政府を実現

１０少子化克服と青年福祉拡大で大韓民国に活気を

第二子の教育費１０００万 支援

経歴断絶女性の再就職機会の拡大

青年・新婚夫婦１００万戸の住宅支援

◆改憲について

時期 ２０１８年の地方選挙時に国民投票

構造 ４年重任の分権型大統領制

両院制

分権 行政首都世宗市の憲法明記

２

洪
準
杓

自
由
韓
国
党

慶
尚
南
道
知
事

１

文
在
寅

共
に
民
主
党

前
代
表

１堅固な自主安保を土台に韓半島の非核化と平和体制構築

先端国防力の建設で強力な自強安保実装

韓米同盟の強化と東北アジアの平和体制併行推進

４者会談と６者協議の再開推進

平和的なプロセスで統一推進

２教育・科学技術・創業革命で経済成長と未来準備

創意教育実現で４次産業革命時代の土台づくり

未来産業創業国完成

未来準備へ自律的かつ創造的融合技術生態系の構築

３政経癒着と不公正取引根絶、中小商工人保護で公平経済構

築

政経癒着根絶と財閥改革

財閥総帥一家が所有しただけの権限行使

国民の老後のための国民年金に正す

市場の透明性向上と牽制機能の強化

公正な市場秩序の確立

４賃金格差と雇用不安のない未来職場づくり

５年暫定の青年雇用保障計画の実施

公正な報酬システムの構築を通じた賃金格差の解消

非正規職乱用の防止

年間１８００時間に労働時間短縮

生涯教育を通じた職業訓練システムの革新

社会的弱者の労働人権保障

５国民主権のより良き民主主義の既得権打破と官民一体・統

合の政治

高位公職者不正捜査処設置と高位公職者の腐敗清算

独立性・中立性・専門性強化のための検察・司法改革

青瓦台（大統領府）と国会を世宗市（行政首都）に移転

６格差解消と人間の尊厳を守る社会安全網完備

国民基礎生活保障制度の死角地帯を解消

国民年金死角地帯の解消と充実化

大韓民国の未来を開く少子化克服

家族・企業・国が共に育てる幸せな子ども

７国民が安全な「災害ゼロ社会」を実現

災害、災難、伝染病、有害物質などの危険因子の事前予防システ

ム構築

汎政府的統合災害管理システムの構築と青瓦台の災害コントロー

ルタワー機能を遂行

現場災害と災害対応方式の改革

８全国民のための男女平等大韓民国

日常が安全で暴力のない安心社会

仕事と生活のバランスを通じた男女平等社会の実現

９次世代のためのクリーンな環境、安全なエネルギー、美し

い文化国家

ＰＭ２．５の心配のない、安心して呼吸できる権利を保証

環境にやさしいエネルギー大国

信じて飲めるきれいな水

１０国民健康と食糧主権を守るスマート農漁村

国民の食基本権保障

食料主権及び海洋主権の確保

先端ＩＣＴ融合の複合農・漁業育成と農・漁業者生活の安定

◆改憲について

時期 ２０１８年の地方選挙時に国民投票

構造 半大統領制や権限縮小型大統領制や議院内閣制

分権 地方政府の立法権・財政権拡大

方策 青瓦台内改憲タスクフォース（ＴＦ）を構成する

直接民主主義拡大 国民発案制と国民リコール制導入

１雇用を保障する大韓民国

公共部門を中心に職場を８１万創出

大統領直属「４次産業革命委員会」設置

創業国家造成

実労働時間短縮を通じた職場分割

非正規職格差の解消

２０２０年までに最低賃金（時給）１万 に引き上げ

２国民が主人の大韓民国

大統領執務室を光化門政府庁舎に移転、大統領直属警護室廃止

高位公職者不正捜査処新設及び検察改革

国家情報院を海外安保情報院に全面改編

監査院の独立性強化

３公正で正義の大韓民国

「朴槿恵・崔順実国情壟断調査特別委員会」設置と不正築堤財産

没収

財閥の不法経営承継根絶など財閥改革

財閥の経済力集中防止

５大不正関連者は高位公職から排除

４強い安保で頑丈な大韓民国

韓米同盟強化と周辺国家との協力を通じて北核問題の根本的解決

防衛産業不正根絶と韓国型ミサイル防御システム構築

先端武器システム導入

兵士給与・軍人勤務要件改善

５青年の夢を守る大韓民国

２０２０年まで今後３年間一時的に青年雇用義務割当制適用

青年求職推進手当導入

シェアハウス型月３０万 以下の青年賃貸住宅５万戸供給

６男女平等の大韓民国

女性家族部の機能強化、大統領直属性平等委員会設置

非正規職の女性差別禁止、女性雇用優秀企業に賞・租税減免

公企業と準政府機関の女性管理者比率を拡大

７年配者が幸福な９９８８大韓民国

基礎年金３０万 支給

老人職場及び手当 ２倍に引き上げ

国民年金所得代替率向上へ社会的合意推進

経歴断絶女性及び低所得層の年金加入支援拡大

８子育てしやすい大韓民国

ＯＥＣＤ平均水準の教育財政投資

幼児から高校までの公教育費用を国家責任で負担

児童手当導入

９自営業者・小商工人が事業しやすい大韓民国

中小企業庁を中小ベンチャー企業部に昇格

テナント保護のための賃貸者保護法改正など

小規模零細業者営業支援強化

１０安全で健康な大韓民国

青瓦台中心の災害対応コントロールタワー構築

老朽原発閉鎖及び新規中断

国内のＰＭ２．５排出量３０％削減

◆改憲について

時期 ２０１８年地方選挙時に国民投票

構造 ４年重任大統領制

分権 地方自治権保障

済州道、世宗市連邦制水準自治分権モデル地域選定

市道知事自治国務会議新設

方策 改憲特別委員会構成

国民参与改憲論議機構設置

直接民主主義拡大 国民発案権、国民投票権、国民召還権強化

（２）２０１７年４月１９日（水曜日）民 団 新 聞（第３種郵便物認可）第２８６７号
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�１記号�２姓名�３所属政党�４生年月日（年齢）

�５出身地�６職業�７学歴�８主な経歴の順

韓韓国国大大統統領領選選挙挙

�１子育てをしたくなる国に

育児休暇を最長３年までに法制化

育児休暇手当の引き上げ

家庭養育手当２倍に引き上げ

公共保育施設利用児童を２０２２年までに７０％に拡大

�２働きながらしっかり優遇される国

退勤後、ＳＮＳなどを通じた業務指示制限と年間超過労働時間の

上限規定等、「定時退勤法」制定

非正規職の採用制限と差別への懲罰的賠償

２０２０年には最低賃金（時給）１万�

�３共に生きる共同体福祉を実現

基礎生活保障制度における扶養義務者基準の廃止

痴呆症早期対応体系構築および老人支援

国民年金の最低年金額を保障し、段階的に８０万�まで引き上げ

健康保険「本人負担率」を引き下げ

�４創業したくなる国、公正な市場経済

政策資金に対する連帯保証完全廃止など「革新安全網」構築

ポジティブな規制方式からネガティブな規制方式に転換

創業環境の造成

甲乙関係の横暴を根絶するための特別法制定

財閥総帥一家に対する赦免・復権禁止

�５革新的中小企業と健全自営業者のための公正な市場経済

中小企業庁を創業中小企業部に昇格、大統領直属中小企業苦情処

理委員会新設

大・中小企業間の賃金・福祉格差縮小

大企業の路地商圏侵入規制

�６ＰＭ２．５、化学物質、原発に対する不安を解決し安全な大

韓民国に

韓・中・日環境首脳会議体の運営、および大気環境改善基金造成

危害憂慮製品に該当する生活用品の全数調査拡大

原発耐震設計強化、および老朽化した原発の稼働寿命延長不可

�７ゲームチェンジを先導する最強軍の育成

米軍の核戦略を韓米で共同運営

ＴＨＡＡＤ追加導入

非戦闘分野を民間に移譲

復員軍人援護法など、兵役義務者に対する国家責任を強化

職業軍人の定年延長

�８みんなのための未来教育を具現

大学入試を学校生活記録簿・面接・修学能力試験に単純化

柔軟な学制運営

自律型私立高校、外国語高校廃止

�９１、２人世帯時代に合った小型住宅の供給拡大と低所得層

住居福祉強化

公共分譲住宅の５０％以上を１～２人世帯に優先的に供給するなど、

小型新築分譲住宅供給拡大

�１０権力機関の不正腐敗を清算し憲法精神を実現する政治革命

大統領４年重任制・地方分権型憲法改正

不偏不党内閣構成

公職者不正捜査処設置

選挙年齢を１８歳に引き下げ

◆改憲について

時期 適切な時期に推進する方針

構造 統一前：４年重任制

統一後：議院内閣制

分権 国会の世宗市移転法案検討

�１ろうそく革命完遂する国民主権型政治改革

連動型比例代表制の導入、選挙権年齢を満１８歳に、国会議員歳費

と最低賃金の連動上限制

セウォル号の真相究明

検察改革と司法正義の実現

�２租税改革と財閥改革などで正義の経済

富裕層増税と不労所得課税で租税の正義実現（社会福祉税の新設、

法人税の最高税率２５％に回復）

政経癒着と甲乙関係根絶など財閥改革

家計負債対策や金融消費者保護

�３保育、医療、老後安心福祉の実現

国公立保育園の拡大と民間保育園の公共性強化

健康保険の保障性８０％

全ての高齢者に月３０万�の基礎年金支給

国民年金の所得代替率５０％引き上げ

�４堅固な安保均衡外交で平和共栄時代

ＴＨＡＡＤ配置の撤回、北の核・ミサイル凍結と非核化のための

対話再開

戦時作戦統制権の早期還収及び駐韓米軍駐屯軍地位協定の全面改

正

韓日慰安婦合意の無効宣言及び再協議

開城工業団地の再開

�５人中心の教育革命と科学技術・情報通信

幼保一元化で幼児３年公教育化

高校の無償教育、小中学校の無償給食を国庫支援

国定歴史教科書の廃棄

国公立大の登録金ゼロ、私立大は登録金半価

�６農漁民・中小商工人の保護と庶民住居の安定

環境にやさしい農畜産物の直払い金を１ヘ ク
タール当たり年３００万�支給

中小商工人部を新設

賃貸借契約更新要求権を１０年まで延長

年間１５万戸以上の半価賃貸住宅供給

保証金、月費の上限制投入

�７雇用の安定と差別ない社会の実現

全ての非正規雇用の採用禁止

２０２０年まで最低賃金（時給）１万�実現

段階的に週３５時間労働制

労働時間短縮で５０万の雇用を創出

青年雇用割当制で青年雇用を２４万創出

�８女性が健康で幸せな男女平等社会の実現

出産前後休暇、配偶者の出産休暇制の期間拡大

育児休職給与の現実化

�９脱核生態社会 公正なマスコミと文化国家

２０４０年まで核発電所を全て閉鎖

世界保健機関水準でＰＭ２．５の管理

４大河川の再自然化特別法

�１０児童、青年、障害者、少数者に希望を

０～１５歳の子供の病院費（入院診療費）１００％国家責任

全ての出産家庭を訪問し妊婦・乳幼児の健康管理を提供

◆改憲について

時期 ２０１８年地方選挙の時に国民投票

２０２０年大統領の任期を短縮し憲法発効

構造 分権型大統領制または議院内閣制（選挙法改革条件）

分権 自治立法権、自治財政権、自治組織権の保障

連邦制水準の分権は過度

直接民主主義拡大 国民召喚制、国民発案制、国民投票制の積極

投入

５

沈
相

正
義
党代

表

４

劉
承正

し
い
政
党

常
任
顧
問

１１

南
在
俊（

統
一
韓
国
党
）

１９４４年１０月２０日（７２歳）、ソウル

市出身。無職。陸軍士官学校卒。

元陸軍参謀総長、元国家情報院長。

１２

李
京
熹（

韓
国
国
民
党
）

１９７４年１月２０日（４３歳）、ソウル

市出身。事業家。韓国外国語大学

・大学院卒。２００２年ソウル市長選

候補、現韓国国民党共同代表。

１３

金
正
善

（
韓
半
島
未
来
連
合
）

１９５８年１０月８日（５８歳）生まれ。

政党員。漢陽大学・大学院卒。現、

国連の世界リハビリ機関常任議

長。現、除隊軍人支援政策研究院

院長（国防委員長兼任）。

１４

尹
泓
植

（
弘
益
党
）

１９７４年２月２日（４３歳）、光州広

域市出身。政党員。延世大学・大

学院卒。現、弘益大代表。

１５

金
旻

（
無
所
属
）

１９５８年２月４日（５９歳）生まれ。

米国テンプルトン大学・大学院卒。

現、社団法人大韓民国名人会総裁。

６

趙
源
震

（
セ
ヌ
リ
党
）

１９５９年１月７日（５８歳）、大邱広

域市出身。国会議員。嶺南大行政

大学院卒。（前）セヌリ党最高委

員、（現）国会議員（第１８～２０代）

７

呉
永
國（

経
済
愛
国
党
）

１９５７年８月２１日（５９歳）ソウル市

出身。ＨＡＨＡグループ会長。世

界平和機構副会長

８

張
誠
�

（
国
民
大
統
合
党
）

１９６３年９月５日（５３歳）、全羅南

道高興郡出身。政党員。西江大大

学院卒。元第１６代国会議員、元大

統領秘書国政状況室長。

９

李
在
五（

常
緑
韓
国
党
）

１９４５年１月１日（７２歳）、江原道

東海市出身。政党員。高麗大卒、

同大大学院卒。元国会議員、ハン

ナラ党院内代表。

１０

金
先
東（

民
主
連
合
党
）

１９６７年９月９日（４９歳）、全羅南

道高興郡出身。プラント建設労働

者。高麗大中退。元統合進歩党院

内副代表。第１８、１９代国会議員。

その他の
立候補者

）（
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５党候補者の１０大公約
３

安
哲
秀

国
民
の
党

元
代
表

１強い安全保障、強い大韓民国

在韓米軍の戦術核兵器の再配置

今年上半期にＴＨＡＡＤ配置

海兵隊員特殊戦司令部設置

２企業に自由を、庶民に機会の提供を通じた雇用創出

ニューディール政策で雇用１１０万創出

規制改革で３％台後半の成長、７０％の雇用率、国民所得３万ドル

の早期達成

不合理な労働慣行廃止と労組改革

任期内に最低賃金（時給）１万

３庶民型福祉マップの完成で福祉死角地帯の解消

家庭養育手当を２倍に引き上げ

所得下位５０％以下の世帯の小中高生に月１５万 の手当支給

６５歳以上の高齢者の基礎年金を３０万 に引き上げ

４どぶから龍が出る（鳶が鷹を生む）ような教育支援のはし

ご構築

小中高生教育福祉カード支払いと成績優秀者大学の授業料などの

教育段階別支援制度

司法試験存置

就職後返済学生ローンの無利息転換やクレジットカード不良債務

者５万５千人の債務軽減

５庶民福祉拡大で社会安全網造成

大統領直属「庶民・青年救難委員会」の新設

生計型少額長期延滞債務調整

認知症のワンストップサービスなど老後の生活支援

６小商工人の保護と地域経済の活性化

生計型業種と路地商圏の大企業の進出制限

伝統的な市場支援の拡大

金英蘭法（接待禁止法）の金額を３・５・１０万 から１０・１０・５

万 に調整

セマングムを４次産業革命特区に造成

７腐敗清算と公共部門改革で社会の不条理遮断

検察総長の自動昇進制禁止と捜査権の調整など検察改革

特別監察官の権限強化 公企業の人事の透明化と構造調整

凶悪犯に限って死刑執行

８きれいな水と澄んだ空気で清浄大韓民国

家ごとに高級清浄水供給

韓中協力チャンネル可動など、ＰＭ２・５から国民保護

９４次産業革命をリードしスリムで効率的な政府

４次産業革命を導くための情報科学技術部新設

国家負債削減などスリムで効率的な政府を実現

１０少子化克服と青年福祉拡大で大韓民国に活気を

第二子の教育費１０００万 支援

経歴断絶女性の再就職機会の拡大

青年・新婚夫婦１００万戸の住宅支援

◆改憲について

時期 ２０１８年の地方選挙時に国民投票

構造 ４年重任の分権型大統領制

両院制

分権 行政首都世宗市の憲法明記

２

洪
準
杓

自
由
韓
国
党

慶
尚
南
道
知
事

１

文
在
寅

共
に
民
主
党

前
代
表

１堅固な自主安保を土台に韓半島の非核化と平和体制構築

先端国防力の建設で強力な自強安保実装

韓米同盟の強化と東北アジアの平和体制併行推進

４者会談と６者協議の再開推進

平和的なプロセスで統一推進

２教育・科学技術・創業革命で経済成長と未来準備

創意教育実現で４次産業革命時代の土台づくり

未来産業創業国完成

未来準備へ自律的かつ創造的融合技術生態系の構築

３政経癒着と不公正取引根絶、中小商工人保護で公平経済構

築

政経癒着根絶と財閥改革

財閥総帥一家が所有しただけの権限行使

国民の老後のための国民年金に正す

市場の透明性向上と牽制機能の強化

公正な市場秩序の確立

４賃金格差と雇用不安のない未来職場づくり

５年暫定の青年雇用保障計画の実施

公正な報酬システムの構築を通じた賃金格差の解消

非正規職乱用の防止

年間１８００時間に労働時間短縮

生涯教育を通じた職業訓練システムの革新

社会的弱者の労働人権保障

５国民主権のより良き民主主義の既得権打破と官民一体・統

合の政治

高位公職者不正捜査処設置と高位公職者の腐敗清算

独立性・中立性・専門性強化のための検察・司法改革

青瓦台（大統領府）と国会を世宗市（行政首都）に移転

６格差解消と人間の尊厳を守る社会安全網完備

国民基礎生活保障制度の死角地帯を解消

国民年金死角地帯の解消と充実化

大韓民国の未来を開く少子化克服

家族・企業・国が共に育てる幸せな子ども

７国民が安全な「災害ゼロ社会」を実現

災害、災難、伝染病、有害物質などの危険因子の事前予防システ

ム構築

汎政府的統合災害管理システムの構築と青瓦台の災害コントロー

ルタワー機能を遂行

現場災害と災害対応方式の改革

８全国民のための男女平等大韓民国

日常が安全で暴力のない安心社会

仕事と生活のバランスを通じた男女平等社会の実現

９次世代のためのクリーンな環境、安全なエネルギー、美し

い文化国家

ＰＭ２．５の心配のない、安心して呼吸できる権利を保証

環境にやさしいエネルギー大国

信じて飲めるきれいな水

１０国民健康と食糧主権を守るスマート農漁村

国民の食基本権保障

食料主権及び海洋主権の確保

先端ＩＣＴ融合の複合農・漁業育成と農・漁業者生活の安定

◆改憲について

時期 ２０１８年の地方選挙時に国民投票

構造 半大統領制や権限縮小型大統領制や議院内閣制

分権 地方政府の立法権・財政権拡大

方策 青瓦台内改憲タスクフォース（ＴＦ）を構成する

直接民主主義拡大 国民発案制と国民リコール制導入

１雇用を保障する大韓民国

公共部門を中心に職場を８１万創出

大統領直属「４次産業革命委員会」設置

創業国家造成

実労働時間短縮を通じた職場分割

非正規職格差の解消

２０２０年までに最低賃金（時給）１万 に引き上げ

２国民が主人の大韓民国

大統領執務室を光化門政府庁舎に移転、大統領直属警護室廃止

高位公職者不正捜査処新設及び検察改革

国家情報院を海外安保情報院に全面改編

監査院の独立性強化

３公正で正義の大韓民国

「朴槿恵・崔順実国情壟断調査特別委員会」設置と不正築堤財産

没収

財閥の不法経営承継根絶など財閥改革

財閥の経済力集中防止

５大不正関連者は高位公職から排除

４強い安保で頑丈な大韓民国

韓米同盟強化と周辺国家との協力を通じて北核問題の根本的解決

防衛産業不正根絶と韓国型ミサイル防御システム構築

先端武器システム導入

兵士給与・軍人勤務要件改善

５青年の夢を守る大韓民国

２０２０年まで今後３年間一時的に青年雇用義務割当制適用

青年求職推進手当導入

シェアハウス型月３０万 以下の青年賃貸住宅５万戸供給

６男女平等の大韓民国

女性家族部の機能強化、大統領直属性平等委員会設置

非正規職の女性差別禁止、女性雇用優秀企業に賞・租税減免

公企業と準政府機関の女性管理者比率を拡大

７年配者が幸福な９９８８大韓民国

基礎年金３０万 支給

老人職場及び手当 ２倍に引き上げ

国民年金所得代替率向上へ社会的合意推進

経歴断絶女性及び低所得層の年金加入支援拡大

８子育てしやすい大韓民国

ＯＥＣＤ平均水準の教育財政投資

幼児から高校までの公教育費用を国家責任で負担

児童手当導入

９自営業者・小商工人が事業しやすい大韓民国

中小企業庁を中小ベンチャー企業部に昇格

テナント保護のための賃貸者保護法改正など

小規模零細業者営業支援強化

１０安全で健康な大韓民国

青瓦台中心の災害対応コントロールタワー構築

老朽原発閉鎖及び新規中断

国内のＰＭ２．５排出量３０％削減

◆改憲について

時期 ２０１８年地方選挙時に国民投票

構造 ４年重任大統領制

分権 地方自治権保障

済州道、世宗市連邦制水準自治分権モデル地域選定

市道知事自治国務会議新設

方策 改憲特別委員会構成

国民参与改憲論議機構設置

直接民主主義拡大 国民発案権、国民投票権、国民召還権強化
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